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編集後記


今回のこの国土交通省の「マンション建て替え円滑化法」の改正ポイントは、マンションの敷地の売却制度の創設と容積率の緩和特例です。対象は自治体が認定する「耐震性不足マンション」ですが、多数決決議で建物と敷地を売却できるようにすることです。


又、都市部での駐車場の空き問題解消に、駐車場運営会社がサブリースでニーズに応えており、税理士も紹介する業者も出ているとのことで、秋駐車所の問題に悩んでいる理事会には一考の余地があると思います。





国土交通政策研究室が実施した「マンションと地域の共助による防災強化のための具体的方策に関する調査」の中から、地域防災力の強化に向けた方針を紹介します。


地域防災力


マンションと地域が連携した「地域防災」の取り組みについて、必要と考える管理組合は９３・１％に上る。


一方その課題ではマンションと地域のコミュニケーション不足（８１・４％）が突出し、「管理組合の機能不全」「マンション防災施設等の不備」「防災に関する財源不足」が続く。


「機能不全」の理由は①組合員の減少６２・８％②組合員の高齢化４６・５％③理事会の形骸化２６・７％としている。


地域と連携して取り組んでいるマンションの事例では防災訓練の共同実施（４１・３％）、防災に関する情報共有（３４・７％）など、ソフト面が上位を占める。


周辺自治会等との防災協定など連携強化の提案は、管理組合に未提案の会社が７０・６％。提案している場合、内容は①防災に関する情報共有４９・２％②共同防災訓練４６・０％③緊急時の連絡体制構築４１・３％と、ソフト面中心だ。


災害時、マンションが地域に貢献できる事では①一時避難所としての共用スペースや屋上の開放７３・４％②避難通路としての敷地開放６１・４％③救援物資の一時保管・配給場所としての共用スペースの活用４９・８％を挙げている。


反対にマンションが助けてもらうことでは①高齢者や要介護者の支援・救助活動の支援８３・５％②水・食料などの救援物資の供給７８・３％③けが人や急病人の対処・搬送７４・１％など、人力・物資面への期待が強い。


地域防災強化に必要な行政支援では、①水・食料の備蓄への支援７２・５％②防災資機材の配備、調達への支援６１・９％③共同防災訓練への支援５８・３％の順。マンションと地域との間の標準的な協定などのガイドラインの提示を求める意見も多かった。


その他、地域防災力強化への意見では「まずはマンション内のコミュニティー形成を」「公的な支援が必要」など２０以上の見方が紹介されている。





調査について…災害時におけるマンションと地域による「地域防災力」強化に向けた方策提言が目的。２０１３年９月５日から９月２７日まで、一般社団法人マンション管理業協会会員３８６社を対象にアンケートを実施し、２２０社から回収した。（マンション管理新聞 第932号より）
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国土交通省は、マンション建て替え円滑化法を改正し、耐震性不足マンションを対象に特定行政庁の認定を経て、管理組合が５分の４以上の多数決決議で建物と敷地を一括売却できるようにする。


決議前に「買い受け計画」を都道府県知事または市長が認定する仕組みも用意し、行政の認定を前提とした売却決議となる。建て替えに対しては容積率の緩和特例を行う。この改正法案は２月２８日に閣議決定された。


ポイントはマンション敷地売却制度創設と容積率の緩和特例。どちらも対象は自治体が認定する「耐震性不足マンション」。多数決決議で建物と敷地を売却し、区分所有関係が解消できるようにする。


区分所有者は新建物への再入居または住み替えが可能。円滑な住み替えを支援するため、買い受け人が申請する除却や代替住居の提供・あっせん等を内容とする買い受け計画を都道府県知事等が認定する。


建て替えにおける容積率緩和では認定マンションに限り、容積率既存不適格でも緩和できる特例制度を新たに設ける。緩和の程度の幅は示していない。（マンション管理新聞 第929号より）
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都市部でマンション駐車場の外部貸しが増えている。２０１２年２月に国税庁が外部貸しに対する課税見解を示したことで、管理組合が空き駐車場区間を安心して貸せるようになり、駐車場運営会社がサブリース（一括借り上げ）でニーズに応えている。管理組合はサブリースでどの程度収益を得て、税金を支払うことになるのか。


従来管理組合にとって外部貸しは覚悟が必要だが、国税庁の見解で課税方法が整理された。ポイントは区分所有者の優先条件が設定されていれば、外部貸ししても貸し出し区画のみを収益事業とし、課税対象とする点がはっきりしたこと。


日本駐車場開発（本社大阪）によると、多い契約形態は月極めの一部貸し。時間貸しは敷地内に人の出入が多くなるため敬遠されるという。管理会社とは同社がサブリース契約するため、管理組合は台数に応じた一定金額の使用料収入が保証され、トラブル対応も任せられる。また同社では税理士も紹介し「収入・運営・申告の面で管理組合の不安が解消される」としている。


区分所有者の優先条件の規定では通知後三ヶ月以内に明け渡しが出来る様に契約で明記。


管理組合は駐車場の外部貸しを認める管理規約が必要になるため、問合せから運用開始に至るまで「早くて半年は掛かる」としている。


実際、どのくらいの収入が見込めるのか。都内で約２０棟のマンションと契約する同社だが、東京品川のマンションの事例では、機械式駐車場７４台中、空き１５台分を一括借り上げとし、保証賃料は１台当り１万２０００円に設定。年間２１６万円が管理組合の収入となる。メンテナンス費用等を控除した課税所得は１５０万円。法人税・市民税・事業税の総額は42万７０００円。ざっくり課税所得の３分の２、約１００万円は黒字として残り、今後の修繕積立金に役立てられる計算が立つ。（マンション管理新聞 第932号より）
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埼玉県警東松山署は２月６日、マンション管理組合の修繕積立金を横領したとして、東松山市の会社役員竹内輝義容疑者を横領容疑で逮捕したと発表した。


同容疑者は居住するマンションの管理組合理事長だった２０１２年１２月３日、管理組合の口座から約１０００万円を横領した疑い。「正当な役員報酬だ」と容疑を否認しているという。


手口は、同署によると、印鑑は同容疑者、通帳は都内の管理会社が保管していたが、口座を解約して預金を引き出したという。解約には通帳が必要だが、紛失を装って再発行の手続きを行い、通帳を確保、直後に解約したという。


同署によれば、理事会は役員３人と幹事一人で構成。輪番制の一年任期で役員報酬は年４万円だったが、同容疑者が理事長に就任してから年６万円に増額された。この報酬以外に「向こう５年間役員をする報酬を先にもらう」などとして、掲示板に異議・申し立てがなければ承認されたとみなすとした書類を張っていたが、管理組合は承認していないという。


管理会社の担当者が記帳の際に口座が解約されていることが分かり発覚した。管理組合は昨年２月に同容疑者の理事長職を解任し、同三月に同署に被害届を出していた。（マンション管理新聞 第931号より）











